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○ ○ ○ △
b
第三者に対して地域の情報を発信す
る（伝える）
○ △
c
地域の問題点に触れ，解決策を見出
す（課題解決を図る）
○ ○
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名古屋学院大学論集
　Let’s TAIKENの事業企画型（Ⅳ）は，イベントをやり切ったことで主体性や実行力の点は成長に
繋がった。しかし，イベントを実施するための段取りや準備の大半は教員が行い，学生主導で行う部
分は特定の学生が奮闘し，多くの学生はイベント当日に子どもの受入れをサポートしたにすぎない。
結果として，演習を通して学生の社会人基礎力向上に繋がったとは言えず，大学事業としての是非は
さておき，授業で実施する内容としては不適と考えられる。地域関与については，広い意味では地域
との接触があり，大学を地域資源とみなしてその情報発信を経験した。
　このように，社会人基礎力向上の観点から学習効果を整理すると，地域志向型授業の評価方法を見
出すことが可能ではないだろうか。現場体験型と課題解決型では，学生が成長できる点は異なり，学
生の知識や社会人素養を高めることが学習効果に繋がることが分かる。地域連携に繋がる地域との関
わりの点は，大学の地域連携の方針に合わせた基準（本稿ではa～ cで設定した）があれば，題材と
手法が目的を達成するかどうか判断できる。授業の題材は，地域に関与するものなら何でも良いわけ
ではなく，教育目標に合わせて選択すべきである。
おわりに
　本稿では地域を題材にした実践型授業について，学習効果を検証した。地域志向型授業の学習効果
の可視化と教育課程における位置づけは，開始初年度からCOCプログラムの課題と認識された（4）が，
異なる題材や授業手法で実施した5年間の試行錯誤を経て，評価手法の考察に至った。
　地域志向型授業は大学教育である以上，学習効果が重視されるべきであり，地域連携は授業から得
られた知識や技術を用いて学生が地域に還元することから図られるものだろう。地域志向型の実践教
育は，アクティブラーニング型授業に取り組むことが目的ではなく，学生の社会人基礎力を向上させ
ることに意義があり，その評価基準は観光分野に限らず一律に設定できる。また，学習効果から授業
を分類すれば，分野をまたいだ地域志向型教育のカリキュラムマップが作成でき，大学の地域志向型
教育課程として体系化することが可能である。
　また，地域を題材とした実践型教育の評価基準は，大学側が社会人教員に求める資質を明確にする
手段にもなり得る。昨今は実践型教育を担う教員として実務経験者を採用する大学が増えており，筆
者も実務経験者の立場でCOC事業を担当したが，大学側に教員としての適正や授業能力の評価軸が
ないことに問題を感じた。俗人的要素が強いと捉えられがちな実践型教育だが，適切な題材の選択肢
や授業手法の確立によって，実務者教員か研究系教員かにかかわらず教員の授業スキルを向上させる
ことが可能となり，大学全体での地域連携の推進が期待できる。
注
1） 文部科学省　地（知）の拠点整備事業（大学COC事業）
 平成25年度から開始された本事業は，平成27年度から地（知）の拠点大学による地方創生事業（COC＋事業）
に統合された。http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/coc/
地域を題材とした実践型授業の評価手法に関する考察
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2） 本稿で使用する「観光」は，国際用語でいうツーリズム（tourism≒旅行）を表す。
3） 名古屋学院大学は，地（知）の拠点事業で地域に関わるテーマを「地域商業」「歴史観光」「減災福祉」と設定し，
各テーマで新規授業を全学部全学科対象に開講した。2016年度より開始されたCOC採択校による地方創生事
業（COC＋事業）では，観光分野で地方創生のための観光地域づくり人材育成事業を実施している。
4） インバウンドの活況に沸く観光分野では，観光による地域振興を担う地域基盤組織の必要性が認識され，その
実務を担う人材育成が急務とされる。しかし，地域経営という概念は曖昧で，過去にない経営組織の設立は一
朝一夕に叶うものではなく，観光地域づくりのための人材育成の手法は発展途上である。
5） 本学では地域を題材にした授業のことを地域志向型授業と総称している。アクティブラーニング型の演習に加
え，地域に関するテーマを取り上げる講義形式の授業も含む。
6） 本学のCOC事業の評価は，大学の自己評価に基づき外部委員から意見を求める形式で行われる。外部関係者は，
数多くの事業が行われていることに好意的であり，定性的な評価にとどまっている。学生に及ぼす効果は数名
の学生に対するヒアリングのみで評価され，学習効果の測定は行われていない。
7） 本学のCOC＋事業は，岐阜大学を中核とする6大学共同で「ぎふCOC＋事業推進コンソーシアム」を組み，
岐阜県の地方創生と人材育成を推進している。
8） COC＋事業は，地方への就業者数増加を目的とした人材育成事業である。なお，本学で実施した「観光地域づ
くり人材育成プログラム」の経緯は，日本観光計画学会（2016，2017，2018）にて公表している。
9） OECD「キー・コンピテンシー」
 個人の能力開発において重要なファクターに，1.社会・文化的，技術的ツールを相互作用的に活用する能力 （個
人と社会との相互関係），2.多様な社会グループにおける人間関係形成能力 （自己と他者との相互関係），3.自
律的に行動する能力 （個人の自律性と主体性）の3つをあげている。
10） 経済産業省「社会人基礎力」
 「前に踏み出す力」，「考え抜く力」，「チームで働く力」の3つの能力（12の能力要素）から構成されており，「職
場や地域社会で多様な人々と仕事をしていくために必要な基礎的な力」として，経済産業省が2006年に提唱し
たもの。
11） M（Meeting），I(Incentive)，C(Convention)，E(Exhibition/Event)の略称でビジネスイベントの総称。アジ
ア圏を中心に使われる略語。
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